











































高裁判決が下された。 DE S訴訟において， Sindeli判決は，「市場占有率責任















































































- 231 (419) -
determinate plaintiffs）事案）については，次の二つの観点から最善の解決



















































































































































































































- 239 (427) -
(2）矯正的正義に反すると解する見解（Fischer)

















































































































50% (Y2), 49% (Y3）……I% (Y50），各患者の損害額が各々100万ドルで、
あるとしよう。これら症例のうち13例が当該医薬品による被害であり，被害総
額は1,300万ドル，と解される。 ML V理論においては，可能性の数値が最大の
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